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1) 小沢［1999］。 






































































9) Hospitality Mind の定義については，小沢［1999］PP.176-177 および P.186 に述べられているが，「相手
のことを思いやるもてなしの心」のことである。 




















































バス等），Travel facilitation and information（旅行業者等）ということになるだろう。 
 この関係を図示したのが，次のものである。 
 












                              










 上記の図を見ればわかるように，そもそもの目的である Hospitality と Attractions and 
entertainment が顧客の主要な目的として中心に重なりながらも位置し，その外に手段となる
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  1999 2000 2001 2002 2003 
合   計 4,437,863 4,757,146 4,771,555 5,238,963 5,211,725 
1 韓  国 942,674 1,064,390 1,133,971 1,271,835 1,459,333 
2 台 湾 931,411 912,814 807,202 877,709 785,379 
3 ア メ リ カ 697,630 725,954 692,192 731,900 655,821 
4 中 国 294,937 351,788 391,384 452,420 448,782 
5 香 港 252,870 243,149 262,229 290,624 260,214 
6 イ ギ リ ス 182,894 192,930 197,965 219,271 200,543 
7 オーストラリア 135,303 147,393 149,621 164,896 172,134 
8 フ ィ リ ピ ン 93,346 112,182 124,072 129,914 137,584 
9 カ ナ ダ 106,734 119,168 125,570 131,542 126,065 
10 ド イ ツ 87,312 88,309 87,740 93,936 93,571 
 




                                                          
14) この段落の以下の数値は，全て Yearbook of Tourism Statistics 2005 Edition より。なお，数値は全て 2003
年のものである。 
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の訪問者を受け入れているフランス15) では，約 7504 万人の訪問者のうち，イギリス・アイル
ランド16)（1484 万人），ドイツ（1404 万人），オランダ（1248 万人），ベルギー・ルクセンブルグ
（861 万人），イタリア（751 万人）と，移動の容易な近隣からの訪問者が約 76％を占めることと
なっている。一方で，宿泊者で見るならば，約 3252 万人のうち，イギリス（829 万人），ドイ
ツ（370 万人），イタリア（322 万人），アメリカ（260 万人），ベルギー（227 万人）という順位と
なる。また，アメリカへの訪問者としては，総数が約 4121 万人であり，そのうちカナダ・メ
キシコという北米の国境を接した国からの訪問者が 2318 万人と 56％を占めている。 
 図表 2 にある 2003 年は，イラクへのアメリカの攻撃が行われた年であり，この年は，世界











図表 3 2004 年の日本の余暇活動，観光・行楽部門 





国内観光 55.3 3.4 105.2 
ドライブ 50.1 13.6 28.9 
動物園，植物園，水族館，
博物館 36.9 3.6 11.7 
遊園地 29.0 3.5 21.2 
ピクニック，ハイキング，
野外散歩 27.8 13.0 13.1 
帰省旅行 21.2 3.3 78.6 
催し物，博覧会 19.7 4.2 14.5 
海水浴 18.3 2.8 22.3 
海外旅行 10.9 1.6 312.8  
出所：「レジャー白書 2005」より筆者作成。 
 
                                                          
15) 訪問者受け入れ数の上位 6 カ国は，フランス，スペイン，アメリカ，イタリア，中国，イギリスである。 
16) イギリスとアイルランドが同一とみなされているのは，統計上の区分による。 
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 図表 3 を見ればわかるように，多くの人がホスピタリティ産業に関わり，また消費を行って
いる。その上，ホスピタリティ産業に属する外食（Restaurant）においては，日常的なものを除















図表 4 標準産業分類による飲食店，宿泊業の事業所ならびに従業者数 
 
事業所数 従業者数 
2004 年 2001 年 増 加 率 2004 年 2001 年 増 加 率 
802,801 883,715 －9.2% 4,819,583 4,917,099 －2.0% 
 
出所：「平成 16 年事業所企業統計調査速報」より筆者作成。 
 





率が 80.7％であるのに対して 85.3％，従業者数では全産業が 28.3％の比率であるのに対して
44.1％の比率になっている。 
 次に，この産業の現状を把握するために，開業・廃業数を見ると図表 5 のようなものとなる。 
                                                          
17) 国土交通省［2003］。 




図表 5 2004 年事業所・企業統計調査による開設廃業数 
 
  事業所数 比  率 従業員数 比  率 
2004 年事業所数 802,801 100.0% 4,819,583 100.0%      
存  続 663,173 82.6% 3,878,249 80.5% 
1954 以前  25,821 3.2% 182,027 3.8% 
1955～1964 30,015 3.7% 184,394 3.8% 
1965～1974 80,192 10.0% 412,743 8.6% 
1975～1984 147,178 18.3% 707,179 14.7% 
1985～1994 174,509 21.7% 1,037,550 21.5% 
1995～1999 147,845 18.4% 961,192 19.9% 
2000 27,643 3.4% 198,001 4.1% 
2001 29,179 3.6% 191,572 4.0% 
不  詳 791 0.1% 3,591 0.1%      
新  設 139,628 17.4% 941,334 19.5% 
2000 以前  20,312 2.5% 137,977 2.9% 
2001 9,458 1.2% 74,462 1.5% 
2002 33,101 4.1% 242,228 5.0% 
2003 51,091 6.4% 329,666 6.8% 
2004 25,261 3.1% 154,463 3.2% 
不  詳 405 0.1% 2,538 0.1%      
廃  業 197,091 24.6% 901,945 18.7% 
1954 以前  3,916 0.5% 16,602 0.3% 
1955～1964 5,936 0.7% 23,921 0.5% 
1965～1974 15,649 1.9% 63,493 1.3% 
1975～1984 30,721 3.8% 119,688 2.5% 
1985～1994 47,155 5.9% 227,278 4.7% 
1995～1999 53,899 6.7% 260,291 5.4% 
2000 17,108 2.1% 83,485 1.7% 
2001 18,113 2.3% 86,882 1.8% 
不  詳 4,594 0.6% 20,305 0.4%  
出所：「平成 16 年事業所・企業統計調査速報」より筆者作成。 
 








                                                          
19) 「飲食店，宿泊業」とは統計の掲載形式が異なるが，分類された業種によって性質が異なるため，簡易な形
で掲載するものとした。簡易な形ではあるが，どのような状況かは見て取れるものだと考えられる。 





facilitation and informationに該当するもの20) である。 
 
図表 6 民営の事業所数 
 
  2004 2001 増 加 率 新  設 割  合 廃  業 割  合 
総   数 53,76 57,864 －7.1% 6,810 12.7% 10,844 20.2% 
博物館，美術館 1,430 1,452 －1.5% 159 11.1% 164 11.5% 
動物園，植物園，水族館 203 207 －1.9% 28 13.8% 28 13.8% 
公園，遊園地 806 825 －2.3% 115 14.3% 122 15.1% 
鉄道業 4,574 4,877 －6.2% 372 8.1% 643 14.1% 
道路旅客運送業 35,036 37,345 －6.2% 3,852 11.0% 6,279 17.9% 
航空運輸業 833 962 －13.4% 175 21.0% 297 35.7% 
旅行業 10,879 12,196 －10.8% 2,109 19.4% 3,311 30.4% 
 









 次に従業員数を見ると，図表 7 のようなものになる。従業者数は，全産業に対して 1.9％を
占めている。先ほどの，事業所数の全産業に占める割合から見れば，従業者数は大きなもので
ある。特に，「公園，遊園地」においては，1 事業所あたり約 70 名と雇用の規模が比較的大き
くなっている。この 1 事業所あたりの雇用が多い傾向は，維持運営に人がかかる「動物園，植
物園，水族館」や「鉄道業」「航空運輸業」も同じである。 







図表 7 民営の事業所における従業者数 
 
 従業者数 
 2004 2001 増加率 新 設 割 合 廃 業 割 合 
総       数 1,013,669 1,047,870 －3.3% 89,924 8.9% 118,363 11.7% 
博物館，美術館 11,533 11,834 －2.5% 1,049 9.1% 988 8.6% 
動物園，植物園，水族館 6,834 6,920 －1.2% 405 5.9% 288 4.2% 
公園，遊園地 56,856 60,797 －6.5% 3,204 5.6% 4,373 7.7% 
鉄道業 199,498 217,667 －8.3% 16,524 8.3% 22,099 11.1% 
道路旅客運送業 586,737 586,383 0.1% 40,004 6.8% 51,100 8.7% 
航空運輸業 41,105 43,637 －5.8% 6,374 15.5% 8,607 20.9% 
旅行業 111,106 120,632 －7.9% 22,3642 0.1% 30,908 27.8% 
 







 まず，最初に京都市の基礎的なデータから言えば，人口が 2004 年 10 月時点では 146 万人で
あり，2002 年度の市内総生産は約 5 兆 8000 億円である。また，2001 年時点での事業所数で
は 85,350 事業所，そして従業者数は約 69 万人となっている。観光に関わるもので言えば，重
要文化財が 1,764 点，国宝が 211 点指定されている。また，寺社仏閣で言えば，宗教法人とし
て，神道系が 377，仏教系が 1649，総数で 2363 が京都市内に存在している。この宗教法人の
数に端的に表れているが，寺社仏閣など歴史的なものが京都市の観光資源として位置づけられ，
そしてまた，観光客もそれを目的としている。 
 上記のような規模の京都市への観光客は図表 8 のように，ここ数年上昇を続けている。 
 
図表 8 京都市への観光客数 
 
 総   数 日帰，宿泊別 
 実 数 前年比 日 帰 割 合 宿 泊 割 合 
2000 年 40,512 103.9% 31,089 76.7% 9,423 23.3% 
2001 年 41,322 102.0% 31,405 76.0% 9,917 24.0% 
2002 年 42,174 102.1% 32,059 76.0% 10,115 24.0% 
2003 年 43,740 103.7% 32,959 75.4% 10,781 24.6% 
2004 年 45,544 104.1% 33,718 74.0% 11,826 26.0%  
出所：「京都市観光調査年報 平成 16 年」より筆者作成。 
 
 京都市への観光客数は，1995 年には 3534 万人とここ 20 年で最も少なくなったが，2000 年
には 10 年ぶりに 4000 万人を越え，それ以降は上昇を続けている。また，それと共に，宿泊者
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も年々増加している。月別の観光客数を見るならば，2004 年においては，観光客が最も少ない
2 月の観光客数は 195 万人であり，最も多い 11 月では 660 万人と，時期によって観光客の数





ーが中心となっている。その訪問の手段は，乗用車と JR がそれぞれ約 3 分の 1 であり，私鉄




観光客約 54 万人が京都市内で宿泊をしている。これは，日本への Tourist の総数のうち，10.4％
という比率である。また，アメリカからの観光客約 17 万人が京都での宿泊をしているが，こ
れは日本へ訪問したアメリカ国籍の人のうち，25.6％となり，4 人に 1 人が京都を訪問してい
ることとなる。 
 このような観光客が消費する金額について，京都市も国土交通省と同様に，消費額の推計21) 








 この数値は，あくまでも主目的が観光の訪問者のみであり，その他の Tourist は含んでいな
い。それは，たとえば会議などの出張を含む仕事上の関係での訪問であるが，これも併せて考





22) 京都市内での生産は，工業生産で 9614 億円である。 
23) みやげ品については，「京都市観光調査年報平成 16 年版」PP.21-22 に詳細が掲載されているが，八ツ橋や






図表 9 京都市での観光客の消費金額 
（単位：消費金額は万円，平均消費額は円） 
   消費金額 構 成 比 平均消費額 
総   額 53,480,574 100.0% 11,743 
市内交通費 6,128,042 11.5% 1,346 
宿泊代 11,762,137 22.0% 9,946 
みやげ品代 12,450,614 23.3% 2,734 
食事代 14,414,666 27.0% 3,165 
総数 
その他経費 8,725,112 16.3% 1,916 
総額 20,733,198 38.8% 6,149 
市内交通費 2,835,684 13.7% 841 
みやげ品代 5,796,124 28.0% 1,719 
食事代 7,205,537 34.8% 2,137 
日帰 
その他経費 4,895,854 23.6% 1,452 
総額 32,747,377 61.2% 27,691 
市内交通費 3,292,358 10.1% 2,784 
宿泊代 11,762,140 35.9% 9,946 
みやげ品代 6,654,490 20.3% 5,627 
食事代 7,209,130 22.0% 6,096 
宿泊 
その他経費 3,829,259 11.7% 3,238 
 
出所：「京都市観光調査年報平成 16 年」より筆者作成。 
 注：構成比は，総額間の割合と，その内訳として計算した。 
 
 次に，京都市内の事業所数から，2001 年の飲食店と宿泊に関連する部分を抽出24) すれば，
次のような数値となる。 
 
図表 10 京都市における飲食店，宿泊の事業所ならびに従業員数 
 
 事業所数 割  合 従業者数 割  合 
全産業 85,347 100.0% 691,935 100.0% 
総 数 13,991 16.4% 86,385 12.5% 
飲食店 13,262 15.5% 70,504 10.2% 
旅館，その他の宿泊所 729 0.9% 15,881 2.3% 
 
       出所：「平成 13 年事業所・企業統計調査」より筆者作成。 
  
 京都市においては，事業所数，ならびに従業員数とも京都市全体の産業に対して 10％を越え
                                                          
24) 統計の産業分類の変更から，まだ先に日本全体の傾向で出したような統計は出ていない。そのため，平成
13 年の統計を用い，簡易に集計を行った。 




























                                                          
25) 京都市のタクシーの台数は，2003 年度で，一台あたり市民約 145 人であり，全国平均の一台あたり 450 人
と比べれば，非常に多くなっている。また，台数で全国の 3.5％，輸送人員数で 3.0％を占めている。また，
京都市で営業を行っているタクシーの収入は，605 億円となっている。 






























                                                          
27)「国民生活に関する世論調査」によれば，おおよそ 3 分の 1 がレジャー・余暇生活を今後重視したい，と答
えている。 
28) 小沢［2001］。 
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